
1 開会日
2 付議事件

令和 4年 11月 28日
下記のとおり

提供年月日

担当部課
担当者名

連絡先

令不日4年 11月 21日

総務部 総務課
課長 有村 潤
担当 清水 。川端・米国
077-561-2301
(内線2101)

令和 4年 11月 定例市議会議案下覧表 (開会日提案)
◆ 開会日提案
補正予算         7件
条  例        7件
(新制定 1、 一部改正 6)
一  般         4件
合  計      18件

議
案

議

番 件 名 概 要

補

正

予

算

議
第

８２
号

令和 4年度車津市一般会計補
正予算 (第 7号 ) 補正額 579, 965千 円

議
第

８３
号

令和 4年度草津市国民健康保

険事業特別会計補正予算 (第

2号 )
補正額 1,604千 円

議
第

８４
号

令和 4年度草津市学校給食セ
ンター特別会計補正予算 (第

3号)
補正額 33,558千 円

議
第

８５
号

令和4年度草津市介護保険事
業特別会計補正予算 (第 2!号

)

補正額 △ 6, 698千 円

議
第
８６
号

令和 4年度草津市後期高齢者
医療特別会計補正予算 (第 2

号)

補正額 △ 5, 169千 円

議
第

８７
号

令和 4年度草津市水道事業会
計補正予算 (第 1号 ) 補正額 27,549千 円

議
第
８８
号

令和4年度草津市下水道事業
会計補正予算 (第 1号) 補正額 834千 円
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条

例

議
第

８９
号

草津市職員の定年等に関する

条例等の一部を改正する等の

条例案

定年年齢の引上げを実施し、役職定年制、定年

前再任用短時間勤務制等を導入する改正

(施行 日 :令和 5年 4月 1日 等 )

議
第

９０
号

草津市議会議員の議員報酬お

よび費用弁償等に関する条例

め一部を改正する条例案

期末手当の支給割合の変更

(流行 日 :公布の 日等 )

議
第

９‐
号

草津市職員の給与に関する条

例等の一部を改正する条例案

勤勉手当等の支給割合の変更および給料表の改

定

(施行 日 :公布の 日等 )

議
第

９２
号

草津市職員の降給に関する条

例案

定年年齢の引上げおよび役職定年制の導入を踏

まえ、定年延長職員を含む全ての職員の降給に

関し、必要な事項を定める条例の制定

(施行日 :令和 5年 4月 1日 )

議
第

９３
号

章津市手数料条例等の一部を

改正する条例案

使用料および手数料の見直しに係る改正
・使用料の改正  5条例
。手数料の改正  1条例

(施行 日 :令和 5年 4月 1日 )

議
第

９４
号

草津市手数料条例の一部を改

正する条例案

指定ごみ袋の制度変更

('疱イ子日 :イ舒不日5有三l o月 1 日)

議
第

９５
号

車津市健康づくり推進協議会

設置条例の一部を改正する条

例案

健康づくり施策と医療費適正化を一体的に進め

るための所掌事務の変更等および附属機関の廃

止

(流行 日 :公布 の 日)

般

議
第

９６
号

契約の締結につき議決を求め

ることについて

草津グリーンスタジアム人工芝改修工事

契約金額  207, 528, 244円
相 手 方 日本フィール ドシステム株式会

社大阪営業所

議
第

９７
号

契約の変更につき議決を求め

ることについて

(仮称)草津市立プール整備・運営事業
変 更 前 '14,260,804,038円
変 更 後 ,14,748,957,638円

(488, 153, 600円 の増 )
相 手 方 草津シティプール PFIサ ービス

株式会社
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般

議
第
９８
号

財産の取得につき議決を求め

ることについて

草津川跡地整備事業用地 (区問 6)

面  積  28,833.01∬
取得価格  3481000` 000円
相 手 方 滋賀県

議
第

９９
号

指定管理者の指定につき議決

を求めることについて

草津川跡地公園 (区聞2)および草津川跡地公
園 (区間5)の指定管理者の指定
指定管理者 草津川跡地公園マネジメント

・パー トナーズ

指定期間  3年
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令和4年 11月 定例市議会報告二覧表
議
案

議

番 件 名 概 要

報

と
口

報
第

１０
号

専決処分の報告について

指専第 5号

損害賠償の額を定めることについて

公用自転車が停車中の自転車に接角虫したことrに
よる相手方あ負傷に係る損害賠償

損害賠償額      15,460円
(R4.11.n専決)

指専第 6号

損害賠償の額を定めることについて

公用自転車が停車中の自転車に接触したこと

による自転車の損傷に係る損害賠償

損害賠償額       2, 500円
(R4。 11,11専決 )
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【補正予算】

4年 11月 定例市議会 提出予定

82号
83 号
84号
85号
86号
87号
88号

令和4年度草津市一般会計補正予算 (第7号 )

令和4年度草津市国民健康保険事業特別会計補正予算 (第 2号 )

令和4年度草津市学校給食センター特別会計補正予算 (第 3号 )

令和4年度車津市介護保険事業特別会計補正予算(第2号 )

令和4年度草津市後期高齢者医療特別会計補正予算 (第2号 )

令和4年度草津市水道事業会計補正予算(第 1号 )

令和4年度車津市下水道事業会計補正予算 (第 1号 )

第

第

第

第

第

第

第

議

議

議

議

議

議

議

【柔 炉lJ】

議第 89号  草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例案 (一部改
正および廃止 )

… 地方公務員法の一部改正に伴い、職員の定年を引き上げるとともに、必要な規定の

整備等を行う。

(1)職員の定年の引上げ  【現行】60歳→ 【改正】65歳  (第 1条 )
経過措置として、現行 60歳 としている定年年齢を、令和 5年度から2年ごとに 1

歳ずつ引上げ
度開始(R541～ )

(2)管理監督職勤務上限年齢制 (役職定年制)の導入 (第 1条 )

① 管理監督職に就く職員を原則 60歳で非管理監督職に異動させる制度

60歳到達前

職務の級 補職名

7級 (副部長級以上)

6級 (課長級 )

部長、副部長など

課長、所長など

5級 (課長補佐級 )

4級 (係長級 )

課長補佐、副参事など

係長、副係長など

甥
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R12
2030

R13
2031

R14
2032

R15
2038

R9
2027

R10
2028

Rll

2029

R6
2024

R7
2025

R8
2026

年度
R4
2022

R6
2023

6563 6460 61 62定年年齢

63 64 6561 62

定年退職後の再任用期間

S3742～

S3841 定年退職●

6562 63 64

役取定年む 定年退職◆ 定与退職後の再任用期間

S3842～

S3941

59

6563 64

定年退B後の再任用期間

61

定年退凛舎

S3942～

S4041

58 69 60

役職定年◆

64 6563

定年退職舎 定年退職後の再任用期間役職定年●

61 62S404,2 ～

S414ヽ

57 58 59

65
定年選確(魚の

63

定年退職舎

60

役職定年む

61 62S4142～

S4241

56 57 58 59

62 63 64

定年退験◆

59 60

役職定年令

6155 56 57 58S42.42～

S4341

64

定年退職む役職定年′
‐
‐‐'

61 62 6358 59S434,2～

S44,41

54 55 56 57

生
年
月
日

定年延長後

職務の級 ※ネ甫職名

4級 (係長級 ) 主幹

4級 (係長級 ) 専門員

※規則で定める



② 役職定年制による降任等の特例

管理監督職の職員が、役職定年により他の職に変わることで、公務の運営に著し

い支障が生ずる場合は、ラ|き続き管理監督職のまま勤務させることができる特例の

創設

(3)定年前再任用短時間勤務制の導入 (第 1条 )

多様な働き方を可能とするため、定年年齢に達するまでの任期で短時間の職に再任

用できる制度。本市においてはこれまでも再任用短時間勤務制度を導入しているため、

実際の勤務条件としては、現行の再任用短時間勤務と同じ。

(4)定年延長職員の給料月額の 7割措置 (第 8条)           ′

当分の間、60歳 となる年度の給料月額の 7割水準となる。これにより、給料月額

に連動する手当 (地域手当など)も含めて 7割水準に設定されることとなる。

(5)退職手当 (第 10条 )
定年引上げに伴い、61歳 となる年度以後に給料月額が減額 (7割水準)と なつて

も、退職手当の基本額は、減額前の給料月額 (60歳 となる年度の給料月額)を基礎

に計算する「ピーク時特例」を適用

◆改正等条例

血 改正等を行う条例 主な改正内容

第1条 草津市職員の定年等に関する条例

○職員の定年年齢の引上げ
O管理監督職勤務上限年齢制(役職定年制)の
導入
O役職定年制による降任等の特例
O定年前再任用短時間勤務制の導入
O暫定再任用の特例
○事前情報提供・勤務意思確認制度の導入

第2条 草津市職員定数条例 ○定年引上げの影響を受ける職員分の定数増

第3条
草津市公益的法人等への職員の派遣等

に閏する条例

O役職定年後も管理監督職にとどまる者は派遣
対象としない規定の追加等

第4条
草津市人事行政の運営等の状況の公表
に関する条例

○地方公務員法改正による条ずれ解消

第5条
草津市職員の懲戒の手続および効果に関
する条例

O懲戒を受けた職員が定年延長による給料月額
のフ割措置等により降給となつた後の減給処
分の規定

第6条
草津市職員の勤務時間、休暇等に関する

条例
O地方公務員法改正に伴う用語の整理等

第7条 草津市職員の育児休業等に関する条例
O役職定年後も管理監督職にとどまる者は育児
休業ができないとする規定の追力日等

第8条 草津市職員の給与に関する条例

O定年年齢引上げ後の給与の取扱い(給与月額
7割措置)
O地方公務員法改正に伴う用語の整理等
○言齢職昌の昇給停止

第9条
草津市会計年度任用職員の給与および

費用弁償に関する条例
O地方公務員法改正に伴う用語の整理等

第10条 草津市職員の退職手当に関する条例
O定年年齢引上げ後の退職手当の取扱い
〇地方公務員法改正に伴う用語の整理等

第11条

筑12条
車津市職員の退職手当に関する条例の

一部分改正する条例
O地方公務員法改正に伴う用語の整理

第13条
草津市企業職員の給与の種類および基

準に関する条例
O地方公務員法改正に伴う用語の整理等

第14条 (廃止)草津市職員の再任用に関する条例
○廃止。引上げ期間中は現行の再任用制度と同
様の暫定再任用制度を措置
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議第 90号 草津市議会議員の議員報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正す
る条例案(一部改正)

令和4年人事院勧告および滋賀県人事委員会勧告による、国、県の改Tに準じて、

市議会議員の期末手碧の支給月数を0.05月分引上げ
【現行】年間3.25月  → 【改正】年間3.30月

(施行 日 :公布の日等)

議第 91号  草津市職員の給与に関する条柳l等の一部を改正する条例案 (一部改正 )
… 令和4年人事院繊告および滋賀県人事委員会勧告による、国、県の改正に準じて、
市職員の月例給、勤勉手当および期末手当を改正

【月例給】

20歳台半ばに重点を置き、初任の係長級の若手職員にも‐定の改善が及ぶようヽ

80歳台半ばまでの職員が在職する号絡について引上げ

【勤勉手当等】            、

①一般職員等 (下記②③以外の職員)の令和4年度以降の勤勉手当の支給月数を年

間0.10月 分引上げ
【現行】年間1.90月 →  【改正】年間2.00月

②再任用職員および任期付短時間勤務職員の令和4年度以降の勃勉手当の支給月数

を年間0.05月 分引上げ
【現行】年間0,9月  →  【改正】年間0.95月

③特別職 (*)および特定任期付職員の令和 4年度以降の期末手当の支給月数を年間

年間0,.05月 分引上げ

【現行】年間3.25月  →  【改正】年間3.30月
*特別職 :市長、副市長、教育長および常勤監査委員

◆改正条例

・草津市職員の給与に関する条例 (第 1条、第 2条 )

・草津市一般職の任期付職員の採用等に関する条例 (第 3条、第 4条 )

・草津市長および副市長の給与等に関する条例 (第 5条、第 6条 )

。草津市教育委員会教育長の給与等に関する条例 (第 7条、第8条 )

・草津市常勤監査委員の給与等に関する条例 (第 9久木Ⅲ第10条 )

(施行 日 :公布の日等 )

議第 92号 車津市職員の降給に関する条例案(新制定)
… 職員が役職定年等の降任により、現在属する職務の級より下位の職務の級に分類さ
れている職務を遂行することとなつた場合や人事評価に基づき職務の級に分類されて

いる職務の遂行が困難である場合等に、任命権者による降給を可能とするため、降給

の種類や降格および降号の事由に関する規定等を整備
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◆制定内容

第■条 (目 的)

第 2条 (降給の種類)

降格、降号、管理監督職上限年歯令による降給

第 3条 (降格の事由)

降任、人事評価による職務遂行困難、心身の故障、適格性の欠如または、職制の改

廃等職数不足の事由による降格

第4条 (降号の事由)

成績不良であるが降格までに至らない事由による降号

第 5条 (通知書の交付―)`
f第 6条 (受診命令に従う義務)

第 7条 (雑則)

付則

定年延長制度導入による給料月額 7割措置を降給の種類に追加 (当雷あ間)

(施行 日 :令和 5年 4月 1日 )
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譲第 93号  草津市手数料条例等の一部を改正する条例案 (一部改正 )
… 草津市行政経営改革プランに基づく使用料および手数料の見直しに係る改正

使用料等見直し 改正項目一覧 (条例事項に係るもの)

使用料

手数料

No. 項 改正条例 区   分  等 現行料金
(円 )

改定案
(円 )

改定率
単価の

改定状況
(案 )

1 図書館会議室等使用料
草津市立図

書館設置条
例

会議室 1 午前 700 600 △ 143%

引下げ会議室2 午前 1,000 900 △ 100%

大会議室 午前 3,100 2,800 △ 97%

2 隣保館等使用料

・草津市立

隣保館条例
・車津市立

教育集会所

設置条例

会議室 (40～ 80席 ) 午前 600 500 △ 167%

弓日Чザ
会議室 (80～ 席) 午前 1,100 900 △ 18.2%

ステージ 午前 300 200 △ 333%

軽運動室 午前 1,200 1,000 △ 167%

3
障害者福祉センター入浴
サービス事業使用料

草津市立障
害者福祉セ
ンター条例

第1種障害者 1人 1回 210 220 48%

引上げ第2種障害者
以上の者 (中学生を
除く)〕

[15歳 1人 1回 430 450 47%

4 火葬場使用料
革津市営火

葬場条例

市内「大人」 1体 10,000 11,000 10.0%

号|」Lげ
市内「1ヽ人」 1体 8,600 9500 105%

市外「大人」 1体 69,000 76,000 101%

市外「′卜人」 1体 58,000 64,000 103%

1 一般廃棄物処分手数料
草津市手数
料条例

1回の搬入量が
200kg,ス _L

10kg 170 210 235% 引上げ

2 開発行為許可手数料
草津市手数
料条例

都市計画法第29条許可

(自 己居住用0 1ha未満)
1件 8,600 8,900 35% 31」とげ

31下げ

都市計画法第29条許可

(非自己用0.lha未満)
1件 90,000 89,000 △ 1.1%

都市計画法第43条許可
(0 1ha未 満)

1件 6,800 6,700 △ 15%

3 地番図交付手数料
草津市手数
料条例

1件 350 300 △ 143% 引下げ

計 引上げ3件 引下げ4件 (一部引上げの開発行為許可手 含む。)
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議第 94号  草津市手数料条例のァ部を改正する条例案 (一部改正 )
… 現行、焼却ごみ類、プラスチック製容器類、ペットボ トル類について、一定枚数ま

では市指定ごみ袋を無料としているところ、焼却ごみ類については、複数サイズの市

指定ごみ袋を設けるとともに、現状の一定枚数の無料配付を廃止し、プラスチック製

容器類およびペットボ トル類は、一定枚数の無料配付の継続を行う。

(例)市指定焼却ごみ類ごみ袋

1枚 110円 (40L)→  10枚 150円 (45L)

(施行日 :令和 5年 10月 1日 )

譲第 95号  草津市健康づくり推進協議会設置条例の一部を改正する条例案 (一部改正 )
… 健幸創造都市の実現に向け、健康づくり施策と医療費適正化を一体的に進めるため、
健康分野における各計画策定の審議会の機能の統合等

E改正前

健康づくり推進協議会

孝寧閣都会

食育推進計画

策定委員会

国民健康保険特定健

康診査等実施静,函鋒

定委員会

・粒保腕彗ダ〕■封 f彗4

巨改正後

車津市奪塞康づ くり推進協議会

・資育推進計画を[l弓灘健康保険事整推進計壺力

策定 を打十進 1■ 関 し必要な事項弦〕調査審議 を

違勾Π

,専 ‖亀郡会の廃止

・資育雑進計画を 7ど 今
七上市既対象

(施行 日 :公布の日)

【一 般】
譲第 96号  契約の締結につき議決を求めることについて

… 草津グリーンスタジアム人工芝改修工事
契約金額 207, 528, 244円 (税込み)

相 手 方 枚方市養父東町 19-20
日本フィール ドシステム株式会社大阪営業所

所長 小川 一樹
≪工事概要≫

人工芝改修 10, 040ピ

食育推進計画健康くさつ 21

健舜i‐ くさつ 21

国民健康保険

事業推進言|・範囲
~

回疑健瞭保険

事鶏推進計画
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議第 97号  契約の変更につき議決を求めることについて
…  (仮称)草津市立プーァレ整備・運営事業の契約金額の変更

契約締結以降における物価変動

'    【変更前】14, 260, 804, 038円
【変更後】14,748,957,638円 (488,153,

議第 98号 財産の取得につき議決を求めることについて
… 土地 (草津川跡地整備事業用地 区間6)の取得
面  積  28,833.01だ
取得価格  348, 000, 000円
相 手 方  滋賀県

護第 99号 指定管理者の指定につき議決を求めることliついて
…指定管理者の指定 (1件 )

600円の増 )

施 設 名 指定予定団体名 指定期間

公

募

草津川跡地公園 (区間 2) 草津川跡地公園

マネジメント・パートナーズ

令不日5年 4月 1日 ～

令不日8′ギ 3月 31日
草津,II跡地公園 (区間 5)
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工 事    名 草津グリーンスタジアム人工芝改修工事

工 事 期 間 契約締結日から令和 5年 7月 31日 まで

契 約 の 方 法 条件付一般競争入札

開    札 日 令和 4年 10月 12日

入 札 参 加 業 者

(五 十 音 順 )

・l抑アヤンロ

。爛井上工業

・近江建設工業l抑

・奥アンツーカl抑近畿支店

・鹿島道路l抑関西北営業所

・衣川建設l抑

・弘安建設棚

・爛昭建

。爛新興

・爛スポエツテクノ和広大阪支店

・lttl千商

・爛中京スポーン施設

。東洋道路爛

。日本フィール ドシステムl抑大阪営業所

。長谷川体育施設 l抑関西支店

。光舗道建設l抑

。仰富士グリーンテック西日本支店

・美津濃棚

・僻吉野組

。
lttl竜王興産

落  札  業  者
枚方市養父東町 19-20
日本フィール ドシステムl抑大阪営業所

所長 小川 一樹    :

落札金額 (税込み) 207, 528, 244円

落 ,札 率 (%) 91.2%

予定価格 (税 込み ) 227,480, 000円

最低制限価格 (税込み) 207, 528, 244円

契約締結議決案件関係その他資料 (議第 96号)
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指定管理議決案件関係その他資料 (議第 99号)

施 設 名 草津川跡地公園 (区間 2)・ 草津川跡地公園 (区間5)

施 設 の 概 要
草津市北山田町・草津市大路二丁目

平成 29年度

①位  置

②供用開始年度

指 定 管 理 者 草津)|1跡地公園マネジメント・パー トナーズ

指 定 管 理 者 の 概 要

株式会社 E― DESIGN

京阪園芸株式会社

株式会社 studio― L

大阪市中央区南船場一丁目9番 1号

①代表構成貝

構成員

構成員

②代表所在地

指 定 管 理 者 が 行 う

主  な  業  務

①公園の維持管理および運営に関すること。

②草津川跡地利用基本計画の理念実現に向けた取り組みに関する

こと。

③公園のマネジメント (計画・実績・評価)、 非常時・災害時対応、

引継ぎ等に関すること。

指 定 の 期 間 令和 5年 4月 1日 から令和 8年 3月 31日 まで (3年 )

公 募 ・ 非 公 募 の 別 公募

採   点  結   果
草津川跡地公園マネジメン
ト・パー トナーズ

草潮 H跡地公園パートナーズ

942/1200点 850/1200点

選 定 理 由

当団体は、施設の指定管理者としての 3年間の実績を踏まえて、

他の申請団体と比して、現在運営している者Б市公園等の成果に留

まらず、今後の展望においても民間事業者のノウハウを活用した

集客や自主事業の取組において発展的な提案をされ、当施設の効

用を最大限に発揮し、今後においても下層の公園の整備と効果的

な運営が期待できる。
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令和 3年度最終予算額正 後補

構成比(A―B)/B 予 算 額 B予 算 額 A 構成比
補 正 額現計予算額会   計    名

63.8△ 5,1 59,793,43356,745,891 62.2579,96556,165,926般  会  計

12.5△ 0.6 11,748,20111,676,961 12.81,60411,675,357国民健康保険事業

0.6△ 55.4 585,109261,157 0.3261,157 0財産区

0.845,8 750,3051,093,7991,060,241 33,558学校給食センター

9,410,864 10,010.8 4.49,826,3209,833,018 △  6,698介護保険事業

特

1,614,621 1,71.9 6.5△  5,169 1,719,9381,725,107後期高齢者医療

4.07.9 3,719,2074,013,549 4.43,986,000 54927,水道事業

6.6△ 4.7 6,162,3845,874,834 6.45,874,000 834下水道事業

36.237.8 1,4 33,990,69134,466,55834,414,880 51,678特別会計 合計

100.0△ 2.7 93,784,12491,212,449 100.0631,64390,580,806計総

◎令和4年度 11月 補正予算 会計別総括表
千円・
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◎令和 4年度 11月 補正予算 一般会計款別総括表

令和 3年度最終予算額正 後補

予 算 額 構成比予 算 額 構成比 対前年
最終比

現計予算額 今回補正額科 目

39.442 2 1.6 23,545,03323,910,138 18,323 23,928,4611.市税

050.6 3.2 310,0000 320,0002.地方譲与税 320,000

20,000 0.020,000 00 0.020,0003.利子割交付金

0.20.2 1.0 97,0000 98,0004.配当割交付金

0.221.8 133,0000 162,000 035,株式等譲渡所得割交付金 162,000

344,000 0.6436,000 0.8 26.7436,000 06.法人事業税交付金

5.35.5 △ 2.8 3,179,0003,090,000 0 3,090,0007.地方消費税交付金

0,10.1 23.3 43,0000 53,0008環境性能割交付金 53,000

△  2913 273,000 05193,000 03193,000 09地方特例交付金

4.039 △ 9,2 2,405,5942,184,000 0 2,184,00010。 地方交付税

000.0 3.4 16,0020 16,55111.交通安全対策特別交付金 16,551

15.6 313,830 0.50 362,694 0.6362,69412.分担金及び負担金

1,001,056989,279 17 △ 1.2989,279 013.使用料及び手数料

28.1219 △  26.0 16,807,37712,295,708 141,428 12,437,13614.国庫支出金

698.1 11.1 4,111,4344,506,624 59,404 4,566,02815.県支出金

△  85.7 924,821 1.50 132,047 0.216.財産収入 132,047

470,702 08600,595 1.1 27.6450,595 150,00017.寄附金

2,73.0 6.6 1,621,524と,727,946 0 1,727,94618.繰入金

070,9 28.1 400,506206,899 513,21119.繰越金 306,312

0.7 870,329 143,911 876,243 15872,33220.諸収入

4,97.1 39.0 2,906,2250 4,039,70021.市債 4,039,700

59,793,433 100 056,745,891 100 0 △ 5.156,165,926 579,965歳 入 合 計

0.50.5 △ 2.0 307,5562,371 301,5111議会費 299,140

7,348,381 12.36,001,342 10。 6 △  18.35,805,342 196,5002総務費

27,143,423 45.424,541,597 43.2 △ 9.624,317,012 224,5853民生費
6.97.7 5.5 4,140,414△ 43,132 4,368,9804.衛生費 4,412,112

11.3 109,338 0214,247 121,673 0.2107,4265.労働費

565,246 0,9541,081 1.0 △ 4.3512,444 28,6376.農林水産業費

0.80.8 △ 6.1 459,262△ 8,195 431,1267.商工費 439,321

8.6 6,998,123 11.7△  1,026 7,597,362 1347,598,3888.土木費

1,423,076 241,493,729 2.6 5.01,493,266 4639.消防費

10.010.2 △ 3.2 5,965,7875,609,229 165,515 5,774,74410.教育費

8.18.5 △ 0.6 4,878,3270 4,847,24611公債費 4,847,246

11 76.3 354,50o 0.60 625,00012諸支出金 625,000

0.20.2 0.0 100,0000 100,00013.予備費 100,000

100 0100 0 △ 5.1 59,793,433579,965 56,745,891歳 出 合 計 56,165,926

16



事 務 事 業 名 金  額 説 明

各事務事業 347,707

各公共施設における光熱費の増額    31乳 167
各指定管理施設における光熱費高騰分への補助

34,540

・電気料金等の高騰により、不足が見込まれる各公共

施設における光熱費の増額を行うとともに、影響を受

ける指定管理者の経営負担を軽減し、安定した施設運

営を実現するため、価格高騰に係る支援費を計上

◎令和 4年度 11月 補正予算 概要

◆各公共施設における電気料金等の高騰対応

一般会計、学校給食センター特別会計、水道事業会計

◆その他

一般会計

(単位 :千円)

(単位 :千円)

事 務 事 業 名 金  額 説 明

職員費 △ 155,313

人勧影響分

その他新陳代謝等

60,962

△ 197,835

・令和 4年度人事院勧告および滋賀県人事委員会勧告

に準じた給与改定を実施するとともに、新陳代謝等に

伴 う所要の調整を行うもの

(資料 1の とおり)

各事務事業

(会計年度任用職員)
18,440

ふるさと創生基金

積立金
150,000

積立金                150,090
,0.い ・

・ふるさと寄附金の増収に伴う積立金の増額を計上

シティセールス推進費 68,170

ふるさと寄附運営費            68,121

・ふるさと寄附金の増収に伴 う諸経費の増額を計上

滋賀県議会議員選挙

執行費
4,811

滋賀県議会議員選挙執行費 4,811

8.100>< 担行為 (R4～R5)

計   22,911

・令和 5年 4月 執行予定の滋賀県議会議員選挙につい

て、各種事務費に係る所要額を追加計上

17
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‐般会計 (続き)

水道事業会計

一般会計 (指定管理に係る債務負担行為補正 )

《 指定管理一覧 》

(単位 :千円)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

事 務 事 業 名 金  額 説 明

農業経営基盤強化促進

対策事業費
2,250

担い手育成支援事業費 2,250

・農業における人材の確保および定着を図るため、国
の制度に基づき、経営開始直後の新規就農者に対して

給付する経営開始資金に係る所要額を追加計上

学力向上推進費

小中学校ALT英語指導者配置費
<債務負担行為 (R4～ R5) 14,700,>

・ALT英語指導者配置業務委託について、新年度に
おける授業の円滑な開始に向けて、令和 4年度中から
準備行為を行うための債務負担行為を計上

事 務 事 業 名 金  額 説 明

原水及び浄水事業

草津市浄水施設等運転管理費
<債務負担行為 (R4～ R6) 14,400>

・市の現業職員の退職に伴い、令和 5年度における浄
水場施設の運転管理体制に欠員が見込まれることか

ら、I兄行の運転管理業務の委託範囲を拡大し、令和 4

年度中から準備行為を行 うための債務負担行為を計

上

事 務 事 業 名 金  額 説 明

草津川跡地公園運営費
[草津川跡地公園 (区間 2・ 区間5)施設管理委託料
〔指定管理〕 (債務負担行為 R4～R7)  313,600]

施設名 指定予定団体名
債務負担行為限度額

(指定期間)

草津川跡地公園 (区間2)
草津川跡地公園
マネジメント・パートナーズ

313,600

(R5～R7)
草津川跡地公園 (区間 5)
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‐田減債基金

―卜 基金残高 合計

匠コ財政調整基金

田口特定目的基金

14,3 13,934

●基金残高の推移 直近10年間(H25～ R4)R4.11月 補正後

15,656 151939

H25 H26 H27

※R4基金残高見込みは、令和4年度11月

71

H28 H29 H30 R2 R3  R4見 込

上 末基金残高 万円)下

市議会補正予算までの基金積立金、基金繰入金 (取り崩し)予算額を反映しています。

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
Rヽ

●一般会計口市債残高の推移 直近10年間 (H25た R4)R4.11月補正後

758    45,078   44,559

15,000

10,000

5,000

0
H28     H29     H30 Rl R2 R3    R4見込H25     H26 H之 7

44,516    441398

末市債 万円 )

算までの市債償還額お

び率

R3 R4見込H30 Rl R2H28 H29H25 H26 H27
5,544 5,2464,875 5,107 5,3434,871 4,598 5,03841347 5,051

3.8% -5.4%‐3.2% 4.8% 4.6%-5.6% 9.6%4.9% 4.2% -3.6%
財政調整基金

3,181 2,9832.378 2,380 2,3812,925 2,5273,112 3,118 2,922

33.6% -6.2%0.1% 0.1%0.1% -13:6% -5.9%47.7% 0.2% -6.3%
減債基金

6,992 6,7455,727 5,4286,790 6,976 6,6817,697 8,131 8,146
-3.5%-14.3。

/。
-5.20/。 28.8%-16.6% 2.7% -4.2%-0.2% 5.6% 0.2%

特定目的基金

14,97413,214 13,152 15,71714,313 14,541 13,93416,300 15,93915,656
-4.7%-0.5% 19.5%1.6% -4.20/0 -5.2%

4.JO/0 -2.2% -10.2%
基金残高 合計

8.4%

38i528

1

― 臨時財政対策債 日‐減収補填債等 区コ建設事業債等 ―卜 市債残高 合計

R4見込Rl R2 R3H29 H30H26 H27 H28H25
15,090 15,375 14,87916.885 16,234 15162316,927 16,85915,349 16,454

-3.2%-3.7% …3.4% 1.9%0.2% -3.9%7.2% 2.9% -0.4%
臨時財政対策債

10,30/。

830 715 616584 4321,243 1,014 7831,879 1,467
-13.8%-26.0% 92.1% -13.9%-22.8% -25.4%-21.9% -15.3% -18.4%減収補填債等

-19.60/a

28,426 28,90328,260 28,499 30,18920,358 22,138 28,09020,629 19,532
1.7%0.8% 5.9% -5.8%26.9% 0.6%-5.3% 4.20/c 8.7%

建設事業債等 -5.2%

46,109 44,516 44,39845,078 44,55938,528 40,011 45,75837,857 37,453
-0.3%3.5% -3.5%14.4% -1.5% -1.20/。…1.10/。 2.9% 3.8%

市債残高 合計 -0.4%

※氏4市債残高見込みは、令和4年度桐 月市議会補正予

19
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令 和 4年 度  給 与 改 定 の 概 要

E令和4年度人事院働告および滋賀県人事委員会働告

【人事院勧告概要】
く月例給〉 実施 日 :令和 4年 4月 1日 (遡及適用)

・俸給表

民間の初任給との間に差があること等を踏まえ、総合職試験及び一般職試験 (大卒程度)

に係る初任給を 3,000円 、一般職試験 (高卒者)に係る初任給を4,000円 引上げ。これを

踏まえ、30歳代半ばまでの職員が在籍する号俸について所要の改定。 (平均改定率 0.3%)

〈ボーナス〉 実施日:法律の公布日

・民間の支給割合に見合うよう引上げ 4.30月 分→4.40月 分 (+0.10月 )

※再任用職員については 2.25月 分→2,30月 分 (+0.05月 )

・勤務実績に応じた給与を推進するため、引上げ分を勤勉手当に配分

【滋賀県の人事委員会勧告】
く民間給与との較差に基づく給与改定〉

・月例給およびボーナスについては、国の人事院勧告に準じて改定。

【市の対応予定】

一般職の月例給およびボーナス、特別職のボーナスの改定を国・県に準じて行う (草津市

平均改定率 0.33%)。  11月 定例会において議決を得た後に、 12月 27日 (火)に差額支

給を行う予定。

く参考〉令和 4年度補正予算額

○一般会計 【単位 :千円】

影響額 人勧影響分 その他 合計

正規職員 (特別職を含む) 44,717 ▲ 200,030 ▲ 155,313

会計年度任用職員 16,245 2,195 18,440

合計 60 962 ▲ 197,835 ▲ 186,873

○特別会計 【単位 :千円】

影響額 人勧影響分 その他 合計

正規職員 (特別職を含む) 5,252 ▲ 40,258 ▲ 35,006

会計年度任用職員 1,697 73 1,770

合計 6,949 ▲ 40,185 ▲ 33,236

6月 期 12月 期

令和 4年度 期末手当
勤勉手当

1.20

0,95

月 (支給済み)

月 (支給済み)

1.20

1.05

月 (改定なし)

月 (現行 0。 95月 )

令和 5年度

以降

期末手当

勤勉手当

1.20 月

1,00 月

1.20 月

1,00 月
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